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厚生労働科学研究費補助金（認知症政策研究事業） 

総括研究報告書 

 

独居認知症高齢者の権利利益の保護を推進するための調査研究 

 

研究代表者 粟田主一 認知症介護研究・研修東京センター センター長／東京都健康長

寿医療センター・認知症未来社会創造センター長特任補佐 

 

研究要旨 

【研究目的】本研究の目的は、独居認知症高齢者の権利利益の保護を推進するための調

査研究を分野横断的に行い、令和 1～3年度厚生労働科学研究／令和 4～6年度厚生労働

科学研究（いずれも研究代表者：粟田主一）で作成した自治体向け手引きを改訂すると

ともに、新たに関係機関向けガイドラインを作成することにある。 

【研究方法】上記の目的を達成するために、2025年度は独居認知症高齢者の権利利益の

侵害に係る実態を明らかにすることを目的に 14の分担研究課題を設定して研究を行っ

た。 

【結果と考察】1)全国の独居認知症高齢者数の推定と実態把握に関する研究（小原知之）

では、わが国の 4地域で実施された認知症と軽度認知障害（MCI）の悉皆調査の成績を用

いて、2022 年のわが国における独居認知症高齢者／独居 MCI高齢者の有病率を 5.08％／

14.28％、人数を 55.1万人／125.6万人と推計した。2)市町村と協働した独居認知症高齢

者の実態把握に関する研究（川越雅弘）では、市町村が有する各種データ（人口・世帯・

認定）をもとに、認知症及び独居認知症高齢者に関する各種指標（人口当たり出現率、要

支援・要介護認定を受けた認知症高齢者（以下、要介護認知症高齢者）に占める独居者の

割合等）の実態を明らかにした。3)大都市大規模住宅地域における独居認知症高齢者の

実態把握に関する研究（岡村毅）では、地域在住高齢者を対象とする調査の「反応群」と

「未反応群」を比較し、未反応群では夫婦のみ世帯、低栄養、うつ状態、フレイル、認知

機能低下高齢者が有意に多いことを示した。4)認知症初期集中支援推進事業を利用する

独居認知症高齢者の実態に関する研究（武田章敬）では、全国の認知症初期集中支援チー

ムを対象に活動状況調査を行い、対象者の 3-4 割が独居であること、独居の女性は消費

者被害に遭いやすく、独居の男性は自宅での生活の継続が難しいことを示し、支援する上

での課題として、キーパーソンの不在、金銭面の管理が困難、意思決定支援が困難の順に

回答が多いことを示した。5)複合的課題を有するいわゆる困難事例の権利利益の保護に

関する研究（井藤佳恵）では、高齢者の急性期医療を担う大規模総合病院の多職種を対象

とするアンケート調査を行い、医療同意に関する法的理解や ACP の概念理解にばらつき

があること、特に家族による医療同意が法的に認められているとする誤解や ACP を現在

の治療方針決定や治療制限の合意と同一視する傾向があることを示した。6)独居認知症
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高齢者の新たな権利擁護支援サービスの開発と普及に関する研究（水島俊彦）では、自

治体での現地調査・ヒアリング・研究者会議によって、①フォロワーの「支持者性」と「支

援者性」の揺らぎが個人の倫理的問題ではなく社会構造上生じうること、②相互牽制機能

を担保する仕組み（フォロワーと独立アドボケイトとの協働、権利擁護支援委員会による

調整・介入等）が必要であること、③フォロワーが本人の意思、選好及び価値観の媒介者

としての機能を果たし得ること、④自治体の既存評価軸では意思決定支援の成果が見え

にくく、普及啓発が不可欠であることを示した。7)身寄りのない独居認知症高齢者の日

常生活を支援する民間事業のあり方に関する研究（黒澤史津乃）では、有識者への個別ヒ

アリング（定性調査）、当事者予備軍へのアンケート（定量調査）、及び有識者検討会を実

施し、民間事業者の在り方として、軽微な支援からの伴走や高度な支援へのスムーズな切

り替え、支援が必要な時期に備えた情報や意向・希望の健常時からの整理・保存、民間事

業の質、信頼性の明確化、民間事業の支援対象の拡大が課題として抽出された。8)独居認

知症高齢者を対象とする虐待の実態把握と対応に関する研究（吉川悠貴）では、ケアマネ

ジャー・訪問介護員を対象とするアンケート調査から、両群とも独居認知症高齢者への虐

待（疑い）事例を一定程度経験しており、発見・対応に重要な役割を占めていることが示

された。9)独居認知症高齢者の消費者被害の実態把握と対策に関する研究（齊藤葉子）

では、都内全域の介護支援専門員を対象とするアンケート調査の自由記述回答の分析か

ら、訪問販売は新聞・食品・寝具など日常生活に密接に関わる商品を中心に生じており、

被害は生活状況の変化や物品の増加を契機として事後的に把握されること、高額商品・複

数契約・価格の不透明さといった金銭的特徴があることが確認された。回避事例の分析か

ら、回避は第三者の介入や制度・専門機関の活用といった複数の要素が重なる中で成立し

ていることが示された。10)独居認知症高齢者の行方不明の実態把握と対策に関する研究

（永田久美子）では、有識者レビューを行い、行方不明の発生時期は、診断前から施設入

所後まで 5 段階の幅広い時期に渡ること、発生の背景として生活上の危機と心身状態の

増悪があることが示された。11)独居認知症高齢者の権利利益の保護と認知症疾患医療セ

ンターの役割に関する研究（粟田主一）では事例分析を通して認知症疾患医療センター

を受診する独居認知症高齢者は、受診までの経緯や初診時においても、権利利益の保護に

関わる多様な課題に直面していることを可視化させた。12)独居認知症高齢者の権利利益

の保護と訪問看護師及び在宅医療の役割に関する研究（津田修治）では、訪問看護の対象

となった在宅認知症高齢者の調査を実施し、独居群には経済的困窮者が多いこと、認知症

が軽度であること、訪問介護サービスの利用頻度が高いこと、日常生活支援ニーズが高い

ことが示された。また、本人同意のない対応として、身体拘束 5.6%、非同意のケア 34.8%

が認められ、施錠やキーボックスの設置、金銭や重要書類の管理など、本人が一人で過ご

す時間や行動の自由に影響する対応の強制が多くみられることを示した。13)独居認知症

高齢者の権利利益の保護と介護支援専門員の役割に関する研究（石山麗子）では、文献調

査、グループインタビューを行い、ケアマネジャーは利用者の不利益の実感から事象を権
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利侵害と認識する「帰納的プロセス」によって権利擁護に関与していること、権利侵害は

経済的搾取、自己決定権の侵害、プライバシー侵害、健康・行動制限、セルフネグレクト

等の構造的課題に類型化できることを示した。14)独居認知症高齢者の権利利益の保護と

認知症地域支援推進員の役割に関する研究（花田健二）では、全国の認知症地域支援推進

員を対象とするオンライン調査を実施し、認知症地域支援推進員の８割が独居認知症高

齢者の相談支援・個別支援に関与していること、認知症の診断／精神的・身体的健康問題

に対する医療／介護・生活支援／権利擁護支援／経済支援についてのアンメットニーズ

や、地域社会の中での虐待／消費者被害／行方不明／社会的孤立に直面している独居認

知症高齢者の事例を経験していることを示した。 

【結論】14の分担研究課題において、わが国の独居認知機能低下（認知症または MCI） 

高齢者の有病率と独居認知症高齢者が直面している権利利益の侵害に係る実態が可視化

された。 

＜研究分担者＞ 

小原知之：九州大学大学院医学研究院・精

神病態医学・准教授 

川越雅弘：社会福祉法人浴風会認知症介護

研究・研修東京センター・研究員 

岡村毅：地方独立行政法人東京都健康長寿

医療センター研究所自立促進と精神保健

研究チーム・研究副部長 

武田章敬：国立研究開発法人国立長寿医療

研究センターもの忘れセンター・センター

長 

井藤佳恵：地方独立行政法人東京都健康長

寿医療センター研究所 福祉と生活ケア

研究チーム・研究部長 

水島俊彦：社会福祉法人浴風会認知症介護

研究・研修東京センター・研究員 

黒澤史津乃：社会福祉法人浴風会認知症介

護研究・研修東京センター・研究員 

吉川悠貴：社会福祉法人東北福祉会認知症

介護研究・研修仙台センター研究部長 

齊藤葉子：社会福祉法人浴風会認知症介護

研究・研修東京センター・研修企画主幹 

永田久美子：社会福祉法人浴風会認知症介

護研究・研修東京センター・副センター長 

津田修治：地方独立行政法人東京都健康長

寿医療センター研究所福祉と生活ケア研

究チーム・研究員 

石山麗子：国際医療福祉大学大学院・医療

福祉学研究科・教授 

花田健二：社会福祉法人浴風会認知症介護

研究・研修東京センター・研究企画主幹 

＜研究協力者＞ 

名川勝：一般社団法人日本意思決定支援

ネットワーク・代表理事 

延原稚枝：一般社団法人日本意思決定支

援ネットワーク・理事 

大瀧英樹：一般社団法人日本意思決定支

援ネットワーク・PJメンバー 

岡島正泰：SOMPO インスティチュート・

プラス株式会社・上級研究員 

成瀬昂：SOMPOインスティチュート・プ

ラス株式会社・上席研究員 

月井直哉：社会福祉法人浴風会認知症介護

研究・研修東京センター・研究員 

川端敦史：社会福祉法人浴風会認知症介護

研究・研修東京センター・研究員 
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菊地和則：地方独立行政法人東京都健康長

寿医療センター研究所・協力研究員 

小森由美子：社会福祉法人浴風会認知症

介護研究･研修東京センター・客員研究員 

那須野勇一：社会福祉法人浴風会認知症

介護研究･研修東京センター・客員研究員 

中島朋子：東久留米白十字訪問看護ステー

ション・所長／全国訪問看護事業協会・常

務理事 

金田絵美：セコム深川訪問看護ステーショ

ン・副所長 

中島民恵子：日本福祉大学・教授 

久保田真美：神戸在宅医療・介護推進財団・

看護師 

永野叙子：東京都健康長寿医療センター研

究所・研究員 

山内由紀子：地方独立行政法人東京都健康

長寿医療センター研究所・看護師 

鈴木善雄：国際医療福祉大学大学院・助教 

稲葉一人：いなば法律事務所・弁護士 

池内朋子：高千穂大学・准教授 

 

 

A. 研究目的 

令和 1～3年度厚生労働科学研究／令和

4～6 年度厚生労働科学研究（いずれも研

究代表者：粟田主一）によって、独居認知

症高齢者は 2040 年に向けて急増するが、

医療・介護のみならず日常生活支援・居住

支援・権利擁護支援など複合的支援ニーズ

を有するにも関わらず必要な支援につな

がりにくいこと、在宅継続率が低いこと、

行方不明後の死亡率が高いこと、消費者被

害に遭遇するリスクが高いこと、本人不在

でサービス利用が決定されやすいこと、総

じて社会的孤立と権利侵害に直面しやす

く、災害時やパンデミック下においてはそ

れが増幅され生存の危機にも直面しやす

いことを明らかにしてきた。 
本研究の目的は、独居認知症高齢者の権

利利益の保護を推進するための調査研究

を分野横断的に行い、令和 1～3 年度厚生

労働科学研究／令和 4～6年度厚生労働科

学研究で作成した自治体向け手引きを改

訂するとともに、新たに関係機関向けガイ

ドラインを作成することにある。 

 

B. 研究方法 

本研究の目的を達成するために、14領

域の分担研究課題を設定し、2025年度は

独居認知症高齢者数の将来推計値を疫学

的観点から推定するとともに、各領域に

おいて独居認知症高齢者が直面している

権利侵害に関わる実態を把握することと

した。2026 年度は前年度の研究を踏まえ

て、各領域において権利侵害の構造を分

析し、権利利益の保護の推進に向けた事

業モデルを考案および可視化させ、その

普及に向けた方策を検討することとした

。以上の研究成果を踏まえて、2027 年度

は関係機関向けガイドラインと自治体向

け手引き（改訂版）を作成することとした

。なお、研究の倫理的・学術的・現実的

妥当性を確保するため初年度より認知症

の当事者、家族、サービス提供者、自治

体職員、有識者等で構成されるアドバイ

ザリー委員会を設置し、定期的に助言を

得ることとした。今年度の各分担研究の

研究方法は以下のとおりである。 

1) 全国の独居認知症高齢者数の推定と

実態把握に関する研究 

わが国の 4 地域で実施された認知症と



5 
 

軽度認知障害（MCI）の悉皆調査の成績を

用いて、2022 年のわが国における独居認

知症高齢者および独居 MCI 高齢者数を推

計した。対象は福岡県久山町、石川県中島

町、島根県海士町、愛媛県中山町の 65歳

以上独居住民計 904人である。認知症・MCI

は標準化された 2段階調査により診断し、

2022 年の全国人口分布で性年齢調整した。

また、各地域の性年齢調整後有病率、年齢

階級別有病率の統合には変量効果モデル

を用いた。 

2) 市町村と協働した独居認知症高齢者

の実態把握に関する研究 

市町村が有する各種データ（人口世

帯・認定）をもとに、認知症及び独居認

知症高齢者に関する各種指標の実態を明

らかにすることを目的に、首都圏 A市の

2025年 9月末時点の、①性別・年齢階級

別人口、②要介護認定者等の世帯情報

（住民基本台帳ベース）、③認定データ

を、A市が付与した任意の共通番号をも

とに連結した上で、独居認知症高齢者の

人口当たり出現率、要介護認知症高齢者

に占める独居者の割合等の各種指標を、

性別・年齢階級別に算出した。 

3) 大都市大規模住宅地域における独居

認知症高齢者の実態把握に関する研

究 

地域高齢者調査における「未反応者」

に着目し、その特性を明らかにすること

を目的に以下の分析を行った。2019 年お

よび 2021年の高島平地域における高齢者

調査を基盤とし、2019年調査には参加し

たが 2021年調査に未返送であった者を未

反応群とし、未反応群に対して郵送およ

び訪問による調査を実施、複数回調査に

継続参加した反応群と比較した。 

4) 認知症初期集中支援推進事業を利用

する独居認知症高齢者の実態に関す

る研究 

認知症初期集中支援推進事業を利用す

る独居認知症高齢者の実態を把握するこ

とを目的に、認知症初期集中支援チームの

活動状況および対象となった独居認知症

高齢者に関する調査票を作成し、都道府

県・市町村を介して全国の認知症初期集中

支援チームに送付し調査を行った。 

5) 複合的課題を有するいわゆる困難事

例の権利利益の保護に関する研究 

医療従事者が、（1）意思決定に関する

法的枠組みや倫理的概念に関する知識を

測定し、（2）架空事例を用いて、わが国

の臨床現場における「患者の人権の尊

重」がどのように実践されているかを検

証すること、（3）患者の人権が尊重され

る意思決定支援に関連する要因を明らか

にすることを目的に、東京都内で高齢者

の急性期医療を担う医療機関（550床、

平均在院日数 12.5日）の医療従事者 749

人を対象に、2025年 6月 2日から 6月 16

日に、アンケート調査を実施した。対象

とする医療従事者は緩和ケアチームを構

成する多職種とし、内訳は常勤医師・歯

科医師 180人、看護師 506人、薬剤師 35

人、臨床心理士/公認心理士 13人、社会

福祉士/精神保健福祉士 15人であった。 

6) 独居認知症高齢者の新たな権利擁護

支援サービスの開発と普及に関する

研究 

独居認知症高齢者をはじめとする地域

生活における社会的障壁を有する人（以

下「独居認知症高齢者等」という。）の権

利利益を実質的に保障するため、新たな
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権利擁護支援サービスの構造及び実装プ

ロセスを明らかにし、汎用可能なモデル

を地方自治体等に提示することを目的

に、アクションリサーチの手法を用い、

北海道津別町における集中的な現地調査

（フィールドワーク・ヒアリング・アン

ケート）及び研究者会議（計６回）を実

施し、新たな権利擁護支援サービスの１

つである「フォロワーシステム」の実態

把握と課題の洗い出しを行った。 

7) 身寄りのない独居認知症高齢者の日

常生活を支援する民間事業のあり方

に関する研究 

身寄りのない独居認知症高齢者の日常

生活を支援する民間事業の在り方を検討

するための基礎資料を得ることを目的

に、45 名の実践者を対象とするオンライ

ン調査と専門職 7名による有識者検討会

を実施した。 

8) 独居認知症高齢者を対象とする虐待

の実態把握と対応に関する研究 

専門職従事者による独居認知症高齢者

の発見や対応の実態と影響要因・課題を

明らかにすることを目的に、ケアマネジ

ャー（CM）及び訪問介護員（HH）を対象

に郵送調査を実施、居宅介護支援事業所

1,666か所・訪問介護事業所 1,655か所

へ調査票を送付（各事業所最大 3名配布

を依頼）した。主な調査項目は、基本属

性、虐待防止措置等への関与、過去 1年

の養護者虐待（独居含む）事例の経験、

直近事例の発見・対応状況や課題等であ

った。 

 

 

 

9) 独居認知症高齢者の消費者被害の実

態把握と対策に関する研究 

独居認知症高齢者に対する強引な訪問

販売の被害事例と回避事例の特徴を明ら

かにすることを目的に、2024年度に実施

した東京都内の在宅系介護サービス事業

所等を対象とした悉皆質問紙調査によ

り、介護支援専門員が経験した独居認知

症高齢者の消費者被害に関する自由記述

の回答を分析した。 

10) 独居認知症高齢者の行方不明の実態

把握と対策に関する研究 

独居認知症高齢者等の行方不明の実態

と既存事業の諸課題を可視化させるため

に、全国規模のウェブ調査及び有識者レビ

ューを実施した。 

11) 独居認知症高齢者の権利利益の保護

と認知症疾患医療センターの役割に

関する研究 

2024 年度に作成したガイドの内容を精

査して改訂版において検討すべき事項を

示すとともに（研究 1）、実際に認知症疾

患医療センターを受診する独居認知症高

齢者の事例分析を通して、独居認知症高齢

者が直面している権利利益の保護に関わ

る課題を診療録の後方視調査を通して明

らかにした（研究 2）。 

12) 独居認知症高齢者の権利利益の保護

と訪問看護師及び在宅医療の役割に

関する研究 

認知症高齢者の在宅ケアにおける本人

同意のない対応の実態を明らかにするこ

とを目的に、訪問看護ステーション 12事

業所で在宅認知症高齢者のケース調査を

実施した。 
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13) 独居認知症高齢者の権利利益の保護

と介護支援専門員の役割に関する研

究 

独居認知症高齢者における権利・利益侵

害の実態をケアマネジャーの経験と連携

他職種の視点を通じて把握することを目

的に、文献調査（研究 1）と、事前整理シ

ート、及び、グループインタビューによる

実態把握（研究 2）を実施した。 

14) 独居認知症高齢者の権利利益の保護

と認知症地域支援推進員の役割に関

する研究 

全国の認知症地域支援推進員が経験し

ている独居認知症高齢者の権利利益の保

護に関連する諸課題を可視化させるため

に全国規模のウェブ調査を実施した。対象

は全国の市町村に配置されている認知症

地域支援推進員 8,867 名である。調査項目

には基本情報とともに、独居認知症高齢者

の権利利益の保護に関わる 21 項目の課題

の経験の有無についての設問を含めた。 

（倫理面への配慮） 

個人情報を取扱う研究については、研究

代表者または研究分担者が所属する機関

の倫理委員会の承認を得て実施した。また、

本研究に関して開示すべき利益相反状態

はない。 

 

C. 研究結果 

1) 全国の独居認知症高齢者数の推定と

実態把握に関する研究 

わが国の独居認知症の有病率は 5.08％、

独居 MCIの有病率は 14.28％であり、その

推計数はそれぞれ 55.1 万人、125.6 万人

であった。一方、独居 MCIでは地域間異質

性が認められ、その要因として独居情報調

査率のばらつきが示唆された。 

2) 市町村と協働した独居認知症高齢者

の実態把握に関する研究 

独居要介護認知症高齢者の出現率は、

「65 歳以上」5.1％（男性 2.5％、女性

7.1％）、「75歳以上」7.7％（男性 3.6％、

女性 10.7％）、「85歳以上」16.7％（男性

7.1％、女性 22.3％）であり、85歳以上で

は女性の方が約 3倍高かった。独居要介護

認知症高齢者の出現率を年齢階級別にみ

ると、「65-74 歳」では男性の方が高いも

のの、75 歳から女性が男性を上回り、年

齢が上がるほど男女間の差が拡大してい

た。要介護高齢者に占める独居認知症高齢

者の割合は、「65 歳以上」25.9％（男性

16.7％、女性 30.8％）、「75歳以上」27.0％

（男性 16.2％、女性 32.3％）、「85歳以上」

33.4％（男性 18.0％、女性 39.7％）であ

り、85 歳以上では女性の方が約 2 倍高か

った。要介護認知症高齢者に占める独居者

の割合は、「65歳以上」45.5％（男性 29.7％、

女性 53.5％）、「75歳以上」46.2％（男性

28.3％、女性 54.6％）、「85歳以上」51.9％

（男性 30.2％、女性 60.0％）であり、85

歳以上では女性の方が約 2倍高かった。 

3) 大都市大規模住宅地域における独居

認知症高齢者の実態把握に関する研

究 

未反応群 162名、反応群 166名を分析

した結果、未反応群は、低栄養（KCL: 

p<0.001）、抑うつ状態（p<0.005）、フレ

イル（p<0.001）、認知機能低下（MMSE, 

p<0.001）と関連した。また、独居そのも

のは未反応と関連せず、身寄りのない者

はむしろ反応する傾向が示唆された。 

4) 認知症初期集中支援推進事業を利用

する独居認知症高齢者の実態に関す

る研究 

対象者のうち 3-4 割が独居であること
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が判明した。そのうち独居の女性は消費者

被害にあいやすく、独居の男性は自宅での

生活の継続が難しいことが示された。また、

独居の認知症者を支援する上での課題と

しては、キーパーソンの不在、金銭面の管

理が困難、意思決定支援が困難の順に回答

が多かった。 

5) 複合的課題を有するいわゆる困難事

例の権利利益の保護に関する研究 

医療上の意思決定に関する法的枠組み

（医療同意権）について、「家族による医

療同意（代諾）は法律で認められている」

と理解している回答者が 86％にのぼっ

た。「将来の備え」ではなく、「現在の治療

方針」の決定を ACPとする理解が広くみら

れ、ACPと共同意思決定が広く混同されて

いる状況が把握された。回答者の約 4 割

は、ACPを「積極的な治療を控える結論に

至った話し合い」と理解していた。架空事

例を用いたシナリオスタディーでは、患者

の意思を尊重しようとする姿勢が広く確

認された。倫理的概念に関する正しい知識

があること、過少な医療によって QOL 

(quality of life)/QOD (quality of 

death)が損なわれたことを目撃した経験

が、患者の人権を尊重する意思決定支援の

独立の関連要因であることが示された。 

6) 独居認知症高齢者の新たな権利擁護

支援サービスの開発と普及に関する

研究 

津別町での調査結果に加え、埼玉県鶴

ヶ島市及び神奈川県相模原市における個

別の実践状況を踏まえた主な知見として

は、①フォロワーの「支持者性」と「支

援者性」の揺らぎは個人の資質の問題で

はなく、社会構造上、生じうるものであ

ること、②フォロワーの「支持者性」を

維持するためには、相互牽制機能を担保

する仕組み（フォロワーと独立アドボケ

イトとの協働、権利擁護支援委員会によ

る調整・介入等）の実装が必要であるこ

と、③フォロワーが独居認知症高齢者等

と語らい、本人の思いを後押しすること

で、周囲が本人の意思、選好及び価値観

に着目する契機を与える媒介者としての

役割を果たし得ること、④「本人の意思

の尊重」が自治体の既存評価軸では成果

として見えにくいため、支援付き意思決

定の理念の普及啓発及び自治体と実施主

体双方の対話を重ねることが不可欠であ

ること等が挙げられる。 

7) 身寄りのない独居認知症高齢者の日

常生活を支援する民間事業のあり方

に関する研究 

専門家に対する定性調査では、「身寄り

のない・独居・認知症高齢者」という表

現は民間事業の支援を要する像を示すわ

かりやすい用語として用いられることに

違和感はないこと、時間経過の中で「身

寄りのない」「独居」「認知症」の３つの

要素が重なり深刻化した高齢者に対し、

総合的な個別評価に基づき「支援が必

要」と評価されやすいことが明らかとな

った。一般住民に対する定量調査では、

急な病気で入院・手術をすることになっ

た場合、 手続きなどをしてくれる人とし

ては「親族・友人」が最も多く、老後・

その先の希望を叶えてくれる人や、その

ための情報を知っている人を事前に決め

ておくことについて、すでに決めている

者が 9名（29.0％）いた。その一方で、

必要性は認識しているがまだ決めていな
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い者が 21名（67.7％）と半数以上を占め

た。 

8) 独居認知症高齢者を対象とする虐待

の実態把握と対応に関する研究 

CM群 1,182件、HH群 996件の有効回答

が得られた。過去 1年間に独居高齢者へ

の虐待（疑い）事例の担当経験があると

したのは CM 群 15.3%、HH群 8.3%であっ

た。経験事例について 239例の詳細回答

が得られ、「認知症の有無が不明」を除く

と全体の 83.9%が認知症高齢者の日常生

活自立度Ⅱ（相当）以上であった。回答

者自身による通報率は CM群 68.9%：HH群

4.2%であり、HH群では 59.7%がケアマネ

ジャーへの報告を行っていた。また、

17.2%が「いずれの立場からも通報等は行

われなかった」事例であった。虐待（疑

い）事例経験の有無を従属変数とするロ

ジスティック回帰分析を行った結果、「外

部研修の受講経験があること」「虐待防止

措置の取組内容に『養護者による高齢者

虐待防止』が含まれていること」「担当ケ

ース数が多いこと」などが、当該事例の

経験があることに正の影響を示してい

た。 

9) 独居認知症高齢者の消費者被害の実

態把握と対策に関する研究 

被害事例の分析の結果、訪問販売は新聞

や食品、寝具など日常生活に密接に関わる

商品を中心に生じていた。また、勧誘状況

や契約内容の理解に関する記述は限られ

ており、被害は契約時点では把握されにく

く、その後の生活状況の変化や物品の増加

を通じて把握される傾向が見られた。さら

に、高額商品や複数契約、価格の不透明さ

といった金銭的特徴もみられた。回避事例

の分析の結果、回避は本人の対応のみで成

立するものではなく、第三者の介入や制

度・専門機関の活用といった複数の要素が

重なる中で成立していた。 

10) 独居認知症高齢者の行方不明の実態

把握と対策に関する研究 

全国の市町村に配置されている認知症

地域支援推進員 8,867 名を対象にウェブ

調査（悉皆）を実施した結果、過去 1年間

に独居認知症高齢者の行方不明ケースが

あった市町村が 33.0％であった。「未発見

ケース」があった市町村が 8.2％であり、

人口規模が大きいほど高率であり 30 万人

以上の都市では 40.7%であった。認知症行

方不明者支援の実績を有する有識者 12名

（本人、家族、自治体担当者、ケア関係者）

による有識者レビューを 2 回(計 20時間)

実施し討議内容を分析した結果、行方不明

の発生時期は、診断前から施設入所後まで

5段階の幅広い時期に渡ること、発生の背

景として生活上の危機と心身状態の増悪

があることが可視化された。行方不明に関

する既存事業の課題として【実行システム

上の課題（5項目）】と【基盤整備に関する

課題（5項目）】の 2領域 10項目に整理・

分類され、2領域を両輪として課題解決を

図っていく必要性があること、既存事業は

家族がいることが前提になっており実行

システムが有効に機能するためには本人

の権利利益保護の観点にたってまずは基

盤整備の見直し刷新を図ることの重要性

が明らかになった。 

11) 独居認知症高齢者の権利利益の保護

と認知症疾患医療センターの役割に

関する研究 

ガイドの改訂版作成にあたって検討す
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べき複数の事項を示した。また、独居認知

症高齢者の受診の経緯では、「本人が健忘

を自覚し、不安を感じ、自発的に受診する

パターン」と「別居の家族・親族が気づき、

別居の家族・親族に促されて受診するパタ

ーン」があること、消費者被害や特殊詐欺、

道順障害による行方不明が受診の経緯に

認められる場合があることが可視化され

た。 

12) 独居認知症高齢者の権利利益の保護

と訪問看護師及び在宅医療の役割に

関する研究 

対象となった在宅認知症高齢者 198名

のうち 35.9%が独居だった。同居群との

比較で、独居群は経済的困窮者が多く、

認知症は軽度であった。また、独居群で

は訪問介護サービスの利用頻度が高く、

日常生活支援ニーズが高いことが示唆さ

れた。本人同意のない対応は、身体拘束

5.6%、非同意のケア 34.8%だった。身体

拘束の約半数は職場内で対策や地域包括

支援センターへの報告がされていた。独

居群では、施錠やキーボックスの設置、

金銭や重要書類の管理など、本人が一人

で過ごす時間や行動の自由に影響する本

人同意のない対応が多くみられた。 

13) 独居認知症高齢者の権利利益の保護

と介護支援専門員の役割に関する研

究 

研究 1では、権利は抽象的・多義的で文

脈依存的であり、日常的には不利益の実感

を契機に認識されること、演繹的判断の限

界が示された。研究 2では、権利侵害は経

済的搾取、自己決定侵害、プライバシー侵

害、健康・行動制限、セルフネグレクト等

に類型化され、構造的課題と限界が示され

た。 

14) 独居認知症高齢者の権利利益の保護

と認知症地域支援推進員の役割に関

する研究 

認知症地域支援推進員の 8 割以上が独

居認知症高齢者の相談支援・個別支援に関

与しており、そのうちの 57.9%が 「介護サ

ービスが必要と考えられたが、介護サービ

スの利用につながらなかった」、47.8%が

「認知症の診断が必要と考えられたが、診

断のための医療サービスの利用につなが

らなかった」、41.7%が「精神的な健康問題

に対する医療が必要と考えられたが、必要

な医療サービスにつながらなかった」、

38.9％が「身体的な健康問題に対する医療

が必要と考えられたが、必要な医療サービ

スにつながらなかった」、32.1％が「介護

サービスでは対応できない生活支援が必

要と考えられたが、そのような支援につな

がらなかった」、29.0%が 「社会的に孤立し

ており、人との接触がほとんどなかった」、

28.2%が「権利擁護に関する支援（成年後

見制度や日常生活自立支援事業など）が必

要と考えられたが、そのような支援につな

がらなかった」、20.4%が「経済的な支援が

必要と考えられたが、そのような支援につ

ながらなかった」事例を経験していた。上

記以外では、独居認知症高齢者の虐待事例

について、身体的虐待事例を 15.9％、経

済的虐待事例を 14.5％、精神的虐待事例

を 12.7%の認知症地域支援推進員が経験

し、独居認知症高齢者の消費者被害の事例

について、「強引な訪問販売、リフォーム

詐欺、特殊詐欺、その他の不適切な取引な

ど」の被害事例を 13.5%、回避事例を 11.4%

の認知症地域支援推進員が経験し、行方不
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明発見事例を 16.2%、未発見事例を 2.1%の

認知症地域支援推進員が経験していた。 

 

D. 考察 

1) 全国の独居認知症高齢者数の推定と

実態把握に関する研究 

本調査における各地域の独居率は、福

岡県久山町 14.0％、愛媛県中山町

20.9％、島根県海士町 19.0％、石川県中

島町 17.0％と各地域で明らかな差を認め

なかったが、独居情報の調査率は福岡県

久山町 80.8％、愛媛県中山町 47.9％、島

根県海士町 80.8％、石川県中島町 85.7％

と愛媛県中山町のみが低かった。独居認

知症の有病率に異質性は認めなかった

が、独居 MCI の有病率に異質性を認めた

要因として、各サイト間の調査率の違い

が影響している可能性がある。現在、愛

媛県中山町に独居高齢者情報の追加情報

を依頼しており、追加情報が得られ次

第、再解析して最終報告としたい。 

2) 市町村と協働した独居認知症高齢者

の実態把握に関する研究 

要介護独居認知症高齢者の出現率なら

びに要介護認知症高齢者に占める独居者

割合を性別年齢階級別にみると、65-69

歳では男性の方が、85歳以上では女性の

方が約 2～3倍高かったが、こうした傾向

は、A市の性別年齢階級別にみた高齢者

の独居率（母集団）の傾向を反映してい

る可能性が示唆された。国が市町村に求

めていること（地域の実情に即した認知

症施策推進計画の策定）と、市町村の現

状（認知症に関する実態が十分には把握

できていない）のギャップを解消するた

めには、市町村が有する既存データ（性

別年齢階級別人口、世帯、認定）をもと

に、本報告書で示した各種指標（認知症

高齢者及び独居認知症高齢者の出現率、

要介護高齢者に占める認知症高齢者及び

独居認知症高齢者の割合など）をまず確

認することから始める必要がある。 

3) 大都市大規模住宅地域における独居

認知症高齢者の実態把握に関する研

究 

地域高齢者調査において未反応者は、複

数の健康リスクを有するハイリスク集団

である可能性が示された。従来の調査手法

ではこれらの対象者が把握されにくい構

造的課題が存在する。今後は、訪問を含む

アウトリーチ型の調査・支援手法の構築が

求められる。 

4) 認知症初期集中支援推進事業を利用

する独居認知症高齢者の実態に関す

る研究 

虐待や消費者被害にあった者は少なか

ったが、これらに関する対応は地域包括支

援センターが担っている場合が多いこと

を反映したものと考えられる。消費者被害

にあった女性のうち、75％が独居であった

ことを考えると独居者の消費者被害を防

ぐ必要性が示された。支援終了時に自宅で

の生活を継続できていた独居の男性が少

ないことは、独居で認知症または認知症が

疑われる男性が自宅での生活を継続する

難しさを示しているものと思われる。認知

症初期集中支援事業の対象者のうち 3-4

割が独居であることが判明した。そのうち

独居の女性は消費者被害にあいやすく、独

居の男性は自宅での生活の継続が難しい

ことが示された。 
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5) 複合的課題を有するいわゆる困難事

例の権利利益の保護に関する研究 

わが国における意思決定支援の実践に

おいて、政策の進展に比して、医療従事者

の法的・倫理的理解が十分に共有されてい

ない現状を明らかにした。患者の意思を尊

重しようとする姿勢は広く認められるも

のの、ACPや医療同意に関する概念の誤解

が、意思決定支援を手続き的なものにとど

めるリスクが示唆された。患者の人権を基

盤とした意思決定支援を実現するために

は、法制度の理解、倫理的概念の明確化、

そして臨床経験に基づく省察を統合した

教育の推進が不可欠である。とりわけ、ACP

を単なる治療制限の合意形成の手段とし

てではなく、患者の価値観に基づく意思決

定を支える継続的な対話のプロセスとし

て位置づけることが重要である。今後、制

度的整備と並行して、医療従事者間で共有

可能な概念的基盤の確立と、多職種連携に

よる実践的な意思決定支援体制の構築が

求められる。これにより、意思決定支援が

真に患者の権利を擁護する営みとして機

能することが期待される。 

6) 独居認知症高齢者の新たな権利擁護

支援サービスの開発と普及に関する

研究 

令和８年度には倫理審査申請を経た上

で、津別町・鶴ヶ島市等でのアンケート再

調査（対極的項目の追加・項目の絞り込み

を含む）、ヒアリング、独立アドボケイト

らの協力による研究シート提出等を通じ

たデータ収集・分析を行い、フォロワーの

内面の変化と実際の支援行動の変化を組

み合わせた統合的分析により課題解決の

方策を検討した上で、令和９年度に自治体

向けガイドライン・普及マニュアルへの反

映作業を行う予定である。 

7) 身寄りのない独居認知症高齢者の日

常生活を支援する民間事業のあり方

に関する研究 

民間事業の活用を促すためには、健常時

から備えの必要性を訴求するとともに、民

間事業を活用する費用を確保するための

多角的な支援により、民間事業による支援

対象を拡大する取り組みも必要である。 

8) 独居認知症高齢者を対象とする虐待

の実態把握と対応に関する研究 

ケアマネジャー及び訪問介護員は、独居

認知症高齢者に対し虐待が行われている

可能性がある事例を一定程度経験してお

り、発見・対応に重要な役割を占めている

ことが示唆された。また、外部研修の受講

や虐待防止措置の取組に養護者による虐

待に関する内容を明確に含めることなど、

適切な対応に資すると思われる要因や課

題も抽出された。 

9) 独居認知症高齢者の消費者被害の実

態把握と対策に関する研究 

本研究により、強引な訪問販売による被

害は契約時点では把握されにくく事後的

に把握される特徴を有すること、また回避

は第三者の関与や支援関係の中で成立す

る特徴を有することが明らかとなった。今

後は、他の被害類型についても同様の観点

から分析を行い、被害および回避の特徴の

比較を進めていく必要がある。 

10) 独居認知症高齢者の行方不明の実態

把握と対策に関する研究 

次年度は、人口規模別の市町村において、

発生実態及び既存事業の課題の明確化と

解消策に関する実地調査を行い、独居認知



13 
 

症高齢者等の行方不明の解決を促進する

事業モデルの取組事項を明らかにするこ

とを目標とする。 

11) 独居認知症高齢者の権利利益の保護

と認知症疾患医療センターの役割に

関する研究 

独居認知症高齢者 10 例（すべて女性）

に限定して、受診に至る経緯、初診時の認

知機能と診断名、初診時の同伴者にフォー

カスをあてた分析を行ったが、この段階で

も権利利益の保護という観点から特筆す

べき事項があることを示唆された。 

12) 独居認知症高齢者の権利利益の保護

と訪問看護師及び在宅医療の役割に

関する研究 

認知症高齢者の日常生活において行動

制限を含む対応は健康・安全の確保のため

に必要な場合もあるが、同意がないまま、

または拒否にも関わらず行われることは、

本人の尊厳や権利の侵害につながりうる。

独居認知症高齢者に対して、生活支援を充

実していくとともに、日常生活の中で本人

が一人で過ごす時間や行動について本人

の意思を尊重した意思決定支援を丁寧に

行うことが重要である。 

13) 独居認知症高齢者の権利利益の保護

と介護支援専門員の役割に関する研

究 

ケアマネジャーの実践では具体的事象

から権利侵害を把握する帰納的プロセス

が中心である。ガイドライン作成にあたっ

ては、初任者も理解し実践可能とするため

の権利擁護に関する歴史・制度理解等、教

育的内容と、それを理解に落とし込む具体

的な事例も含めた構成が必要である。 

 

14) 独居認知症高齢者の権利利益の保護

と認知症地域支援推進員の役割に関

する研究 

独居認知症高齢者の権利侵害の構造を

検討するために、事例の質的分析とヒアリ

ング調査を行うことが次年度の目標であ

る。 

 

E. 結論 

1) 全国の独居認知症高齢者・MCI高齢者

の推計有病率は 5.08%、14.28%（暫定

値）である（独居 MCI高齢者の有病率

には地域間での異質性がある）。 

2) 地域の実情に即した認知症施策推進

計画を策定するためには、市町村が

有する既存データをもとに、認知症

高齢者及び独居認知症高齢者の出現

率、要介護高齢者に占める認知症高

齢者及び独居認知症高齢者の割合等

を確認する必要がある。 

3) 地域高齢者調査において未反応者は、

複数の健康リスクを有するハイリス

ク集団である可能性がある。 

4) 認知症初期集中支援事業の対象者の

うち 3-4 割が独居であり、そのうち

独居の女性は消費者被害にあいやす

く、独居の男性は自宅での生活の継

続が難しい傾向ある。 

5) わが国における意思決定支援の実践

において、医療従事者の法的・倫理的

理解が十分に共有されていない。 

6) フォロワーシステムにおける「支持

者性の維持」は制度設計の問題であ

り、個人の資質のみに依拠させるこ

とは構造的に困難である。 

7) 民間の高齢者終身サポート事業が支
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援する高齢者像は「身寄りのない独

居認知症高齢者」である。 

8) ケアマネジャー及び訪問介護員は、

独居認知症高齢者に対して虐待が行

われている可能性がある事例を業務

の中で一定程度経験しており、その

発見や法に基づく通報において重要

な役割を果たし得る。 

9) 独居認知症高齢者に対する強引な訪

問販売被害の取引対象となる商品・

サービスは、新聞、食品、寝具、家庭

用品など日常生活に関連するものが

中心である。被害は一回限りの購入

のみならず、複数契約や継続的契約

として生じる傾向がある。 

10) 過去 1 年間に独居認知症高齢者等の

行方不明ケースの発見例を市町村の

3割強、未発見例を市町村の 1割近く

が経験している。 

11) 認知症疾患医療センターを受診する

独居認知症高齢者は、受診までの経

緯や初診時においても、権利利益の

保護に関わる多様な課題に直面して

いる。 

12) 独居認知症高齢者に対する訪問看護

の実践では、生活支援の充実ととも

に、本人の意思を尊重した意思決定

支援を通じて、本人同意のない対応

を最小化することが大切である。 

13) ケアマネジャーは具体的事象を通し

て権利侵害を認識する。独居認知症

高齢者の権利侵害に関する具体的事

業は、①経済的搾取および財産権の

侵害、②自己決定権および尊厳の侵

害、③プライバシー及び名誉の侵害、

④身体的・精神的健康に関わる権利

侵害と行動・嗜好の制限、⑤セルフネ

グレクトおよび地域社会・制度の構

造的課題による不利益、に類型化さ

れる。 

14) 認知症地域支援推進員は、相談支援・

個別支援を通して、認知症の診断／

精神的・身体的健康問題に対する医

療／介護・生活支援／権利擁護支援

／経済支援についてアンメットニー

ズの状況にある独居認知症高齢者の

事例、地域社会の中で虐待／消費者

被害／行方不明／社会的孤立に直面

している独居認知症高齢者の事例を

経験している。 

 

F. 健康危険情報 

該当なし 
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